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【まとめ】 
 本研究では，地域住民が子どもの交通安全教育

に参加することで，地域住民自身及び児童の態度

などが変容するか否かを調査した。アンケート調

査などの結果，地域住民の交通安全教育参加によ

り，地域住民自身の態度などの変容が見られ，教

育状況下の児童の行動が適切に変化することを

確認した。以上の調査結果及び有識者との勉強会

による情報収集により，地域による子どもの交通

安全教育を効果的に実施するための配慮点を整

理した。 

 

１．研究の目的 
 子どもが適切な安全態度や行動を習得するた

めには，持続的な教育が必要と報告されている 1）。

日本及び欧米諸国では，持続的な教育を可能にす

るため，地域ボランティアの関与が期待されてい

る 2）3）。また，子どもの交通安全に関する教育や

取組みに地域住民が参加することで，子どもの安

全確保の他，地域住民自身の態度や知識が変容す

る効果が期待される。 

 本研究では，地域住民が児童の交通安全教育や

見守り活動に参加することで，住民自身の態度や

知識，及び児童の知識や行動が変容するか否かを，

アンケート調査，聴聞調査，さらには行動観察調

査により把握することを目的とした。また，以上

の調査や有識者との勉強会の結果から，地域によ

る子どもの交通安全教育，及び見守りに関する取

組みを効果的に実施するために配慮すべき要件

（以下，配慮点）を整理した。 

 

２．研究方法と経過 

2-1 地域による安全教育の実施と効果の把握 

2-1-1 地域による児童対象の教育の実施 
 地域住民が児童の交通安全教育に参加するこ

とで，地域住民自身及び児童の知識や態度などが

変容するか否かを調査するため，1 年生から 6 年

生別に安全教育を実施した。 

（1）教育担当者 
 安全教育の担当者として，1・2 年生では児童

の保護者，3 年生から 6 年生は，地域で見守り活

動を行っているボランティア（高齢者）と児童の

保護者が参加した（表 1）。 

 1・2 年生の安全教育は，家庭学級行事の一環

と位置づけて，保護者全員参加を基本として，小

学校より参加要請した。また，3 年生から 6 年生

の安全教育については，登下校時に児童の見守り

活動を行っている地域住民（高齢者）に対して，

小学校が中心となって参加の募集を行った。  

（2）教育対象者と実施日時 
 地域住民参加の児童の教育は，低（1・2 年生），

中（3・4 年生），高（5・6 年生）学年別に 45 分

間で実施した（表 2）。 

（3）地域住民対象の事前講習 

 地域住民が一定の知識のもと，子どもの交通安

全教育を担当するため，地域住民対象の事前講習

を行った。事前講習の内容は，子どもの交通事故

の特徴，子どもの交通事故の原因（急ぎの危険性），

教育方法，地域による教育の効果，さらには子ど

もの接し方などであった。 

 事前講習は，地域住民の負担を最低限にするた

め，児童の安全教育実施 30 分前に行った。なお，

事前講習時にマニュアルを地域住民に配布し，こ

れを用いて児童の教育を実施するように求めた。 

（4）児童対象の教育内容と実施方法 

 効果的な安全教育の遂行のため，児童の学齢段

階に応じて 4），以下の内容で教育を実施した。 

①低学年 

 児童が適切な道路の横断方法を習得すること

を目的とした。教育では，右側の見通しの悪い交

差点を校庭に模擬し，見通しの悪い箇所には，接

近する車両（パネル）とドライバ役を配置した。

教育の手順は下記の通りである。 

・実施する安全教育の趣旨と，教育内で想定する

交通状況を児童に説明した。 

・模擬交差点を利用して，専門家が適切な道路の

横断方法の説明と実演をした。 

・専門家による実演後，各児童が模擬交差点を実

際に横断した（1 回目の横断）。地域住民（保護

者）は，自らの子どもの横断行動を観察し，適

切な点を褒め不適切な点を問いかけた。 

表 1.教育に参加した地域住民 

  

 

 

 

表 2.教育対象者と実施日時 

 

 

 

 

 

 

学年 1 2 3 4 5 6
年齢 6-7歳 7-8歳 8-9歳 9-10歳 10-11歳 11-12歳

男児 27 23 22 36 45 25
女児 25 25 24 20 20 25
合計 52 48 46 56 65 50

実施日

実施時間
9：35～
10：20
（45分）

10：40～
11：25
（45分）

9：35～
10：20
（45分）

10：40～
11：25
（45分）

9：35～
10：20
（45分）

10：40～
11：25
（45分）

平成27年6月10日（水） 平成27年6月12日（金） 平成27年5月11日（月）

1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生

人数 43 29 11 11 11 11

属性 保護者
保護者（各学年4名）
見守りボランティア

（7名）

保護者（各学年4名）
見守りボランティア

（7名）



・1 回目の横断後，児童が重点的に習得すべき課

題を専門家が抽出した。その後，抽出した課題

について，専門家が児童に解説と実演を再度行

った（焦点化訓練）。 

・焦点化訓練後，再度，各児童が模擬交差点を横

断し（2 回目の横断），地域住民は，確実な確認

行動を児童が実践しているか否かを中心に児

童に問いかけた。 

・最後に，専門家がまとめを行い教育を終了した。 

 なお，焦点化訓練では，児童が習得困難と専門

家が判断した課題，すなわち，確認とは顔を周囲

に向けることだけではなく，車の存在を知ること

であると解説し，実演を行った。 

②中学年 

 当日雨天のため，予定していた自転車乗車の教

育を中止し，体育館で，低学年と同様の内容と方

法により，道路の横断訓練を実施した。ただし，

中学年では，教育途中の専門家の協議において，

多くの児童が後方の確認が不十分と判断したた

め，左後方から車が接近する状況を対象に，焦点

化訓練を行った。 

③高学年 

 高学年が主体的に安全や他者への配慮を学習

できるように，集団登下校時の低学年への対応に

ついて，小集団討論を行った。教育の手順は下記

の通りである。 

・実施する安全教育の趣旨と，集団で討論する内

容（集団登下校時の低学年への対応）及び小集

団討論の配慮点（他者の話を聴く，など）につ

いて，専門家が高学年に説明した。 

・児童 7・8 名が 8 班の小集団に分かれて，討論

を実施した。各集団には，専門家と地域住民を

それぞれ 1 名配置し，児童の意見の筆記と，討

論が停滞した際に，問いかけにより進行を補助

した。 

・小集団討論後，各班毎に意見の発表を行った。 

・発表終了後，普段から登下校時などに低学年が

事故に遭わないように配慮するように高学年

に求め，教育を終了した。 

2-1-2 地域による教育の効果の把握 

（1）実施内容と方法 
 実施した安全教育の効果を把握するため，地域

住民及び児童対象のアンケート調査を行った。ま

た，道路の横断方法の教育を受講した低中学年に

ついては，教育状況下の横断行動を観察した。 

 地域住民対象のアンケート調査は，事前学習前

と児童の交通安全教育後に実施した。また，児童

対象のアンケート調査は，教育実施前後に実施し

た。さらに，低中学年の教育状況下の横断行動の

観察は，焦点化訓練前後の横断行動をビデオ記録

し，確認行動を中心に解析を行った。 

 なお，以上の調査は，地域住民，保護者及び小

学校に調査の趣旨と目的，さらにはプライバシー

保護などについて説明し，インフォームド・コン

セントを得た上で実施した。 

（2）結果 
 地域住民や児童へのアンケート調査及び教育

状況下の児童の行動に関する主な結果は，下記の

通りである。 

①地域住民の知識と態度の変化 

・中高学年の教育に参加した住民は，教育前より

適切な態度を示す回答が多かった（天井効果）。 

・教育後に，低学年の教育に参加した地域住民（保

護者）は，子どもの交通事故状況について，他

者と一緒に移動しているときに，子どもの事故

が生じ易いと認識するようになった。 

・教育後に，地域住民（保護者）自身の道路の横

断方法について，地域住民は急がず横断したい

と認識するようになった（図 1）。 

②児童の態度や行動変容 

・教育後の調査の結果，全学年において，地域住

民が参加する安全教育を楽しかったと回答す

る児童が多く，学習内容を適切に理解していた。 

・1 年生では，教育後に自分も交通事故に遭うと

回答する児童が増加した。また，他の学年につ

いては教育前から，自分も事故に遭う可能性が

あると回答する人数が多かった（天井効果）。 

・教育実施時の確認行動について，1 年生は，焦

点化訓練後に，車（パネル）が存在する右方向

への確認時間（図 2）と確認回数が増加した。 

・2 年生から 4 年生の教育状況下の確認行動につ

いて，教育後に確認回数が増加した。 

2-1-3 地域住民参加の交通安全教育が効果を

発揮するための配慮点 
 以上の交通安全教育の実施及びアンケート調

査などの結果から，地域住民参加の交通安全教育

が効果を発揮するための配慮点として，以下の点

が挙げられる。 

【地域住民の適切な知識や態度の習得のために】 

・子どもの教育を担当するといった役割を与える

ことで，安全についての知識の習得に関する動

機づけを高める。 

・安全に関する知識の習得の場として，地域住民

対象の事前講習の機会を設ける。 

・多くの地域住民の参加を企図するため，担当す

る役割や事前講習は，地域住民に負担がかから

ないように配慮する。 

【子どもの適切な知識や態度の習得のために】 

・教育状況下で児童の実際の行動を観察し，習得

が困難な行動要素に焦点を当てたフィードバ

ックを児童に与える。 

・安全教育に対して子どもが適切な感情（楽しい）

を持つように，事前講習などを通して，地域住

民がに子どもの接し方を学習させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1.地域住民の道路横断行動に関する態度 
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図 2.教育状況下の 1 年生の確認行動結果 

 

2-2 地域の見守り活動の実施と効果の把握 

2-2-1 SANPO 活動の実施 
 上記の安全教育を実施した小学校区では，日常

からの継続的な取組みとして，地域による登下校

時の見守り活動（SANPO 活動）を実施している。

SANPO 活動とは，児童の交通安全を確保するた

め，及び活動に参加することで地域住民自身の安

全態度の醸成を促進することを目的として，

2014 年から開始された見守り活動である。   

 SANPO 活動の主な内容は，下記の通りである。 

・活動の継続性及び普及促進を目的として，

SANPO 活動は，出来る限り多くの住民が参加

し，地域住民が協力可能なときに気軽に実践で

きる取組みを趣旨とする。 

・児童とのラポート（心のつながり）形成のため，

活動中は子どもと挨拶をする。  

・子どもの危険な行為を目撃したら，安全確保と

ともに児童に注意喚起する。 

・対応できない状況の場合には，小学校や警察に

連絡をする。 

・SANPO 活動中は，身分証明のため，小学校発

行の名札を付ける。 

・協力可能であれば，小学校で実施する交通安全

教育や，地域住民間の情報交換のための小学校

主体の協議会に参加する。 

 以上の SANPO 活動への協力は，主として小学

校及び地域の区長会や防犯協会を通して依頼さ

れた。また，小学校などが中心となって，児童保

護者に SANPO 活動の内容を周知徹底し，警察や

市などに支援を依頼した。 

2-2-2 SANPO 活動による効果の把握 

（1）実施内容と方法 
 地域住民の意見交換の場である協議会におい

て，アンケート調査と聴聞調査を行った。アンケ

ート調査は，協議会における意見交換の前に実施

し，地域住民に調査の趣旨と目的，さらにはプラ

イバシー保護などについて説明し，インフォーム

ド・コンセントを得た上で実施した。また，聴聞

調査は，意見交換の場を利用して実施した。  

（2）結果 

 アンケート調査及び聴聞調査により得られた

地域住民自身の態度変容，児童の普段の行動，さ

らには，SANPO 活動の実施状況に関する主な結

果や意見は，次の通りである。なお，（）内には，

結果や意見が得られた調査を示している。 

①地域住民の知識と態度の変化 

・SANPO 活動をすると，児童に会う機会があり

双方が顔を覚えることができる。児童の見本に

なるように，自分自身も適切な道路横断を敢行

したい（聴聞調査）。 

・児童と面識を持つことで，交通安全だけではな

く，防犯や防災の点からも，児童と地域住民に

利点がある（聴聞調査）。 

・SANPO 活動中，ウィンカー点灯が遅いドライ

バーを見かけるので，自分は早めのウィンカー

を心がけたい（聴聞調査）。 

②児童の日常の行動 

・登下校中の子どもの危険な行動について，

SANPO 活動中に児童の危険な行動を見たこ

とがあると回答した地域住民は 16 名中 6 名で

あった（アンケート調査）。 

・大人が立哨すると，安心感から周囲を確認しな

いで横断する児童がいる（聴聞調査）。 

・日常生活の中で，道路横断の際の停止と確認に

個人差が見られ，時間帯や場所，交通状況によ

っても，児童の行動が変化する（聴聞調査）。 

③SANPO 活動の実施状況 

・日常の子どもの危険行動に対して，6 名中 6 名

が注意したと回答した（アンケート調査）。 

・SANPO 活動中の交通安全教育について，19

名中 3 名が毎日道路の横断方法を教えている

と回答し，時々教えていると答えた人数が 9

名，教えることはないと回答した人数が 3 名，

その他 4 名であった（アンケート調査）。 

・活動中の児童との挨拶について，16 名中 13 名

が毎日挨拶していると回答し，残りの 3 名は

時々挨拶していると答えた（アンケート調査） 

2-2-3 地域住民参加の見守りが効果を発揮す

るための配慮点 
 以上のアンケート及び聴聞調査の結果，さらに

はこれまでの取組みの状況から，地域住民と児童

の態度や行動を適切に変容させるための効果的

な見守り活動を実施するための主な配慮点とし

て，以下の点が挙げられる。 

・児童と地域住民の態度や行動変容のため，見守

り中に双方が接点を持つことが重要であり，こ

れを可能にするため，地域住民の身分を証明す

ることが重要である（本研究では名札の着用）。 

・地域住民が見守り中に自信を持って子どもに道

路の横断方法を教育できるように，地域住民が

集まる場（例えば，協議会）や小学校における

交通安全教育への参加を求め，地域住民が適切

な道路の横断方法を学習できるようにするこ

とが有効である。 

・活動に要する負担を小さくして，地域住民が継

続的に子どもの安全確保の取組みに参加でき

るようにする。 

2-3 先行研究例調査と勉強会の開催 

2-3-1 先行研究例調査 

（1）実施内容と方法 

 地域主体の参加型の安全教育や日常の見守り

活動に関する事例調査を行うとともに，子どもや

高齢者を対象にした交通安全教育の効果評価に

関する先行研究例調査を実施した。得られた主な
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結果は，以下の通りである。 

（2）結果 
・欧米諸国などにおいて，ボランティアによる実

際の道路上での横断訓練や見守り活動が行わ

れ，効果評価が実施されていた例えば，3）。 

・日本では，国または地方公共団体の予算のもと，

各自治体と地域の警察，小・中学校，PTA，交

通安全協会，さらには教育委員会などが連携し，

子どもの交通安全教育に関する事業が実施さ

れる場合が多かった例えば，5）。 

・日本及び欧米諸国とも，国や地方公共団体から

の支援がないと，地域主体の安全教育や見守り

活動の継続が困難になる事例が多かった。 

2-3-2 有識者との勉強会 

（1）実施内容と方法 
 地域主体の安全教育に関する有識者との勉強

会を実施し，地域による取組みを効果的に実施す

るための課題の解決案を議論した。勉強会は，

2016 年 1 月 21 日（木）の 13：30－16：00 に実

施した。勉強会会場は，茨城県産業会館であり，

有識者 2 名の他，子どもおよび高齢者の安全教育

を担当している 15 名が参加した。 

（2）結果 

 有識者との勉強会の結果，地域主体の交通安全

に関する活動を効果的に実施するために，多くの

人員が継続的に子どもの交通安全教育や見守り

活動に参加することが課題であり，これを解決す

るための案として，以下の内容が指摘された。 

【多くの人員が継続的に子どもの教育や見守り

活動に参加するために】 

・多くの地域住民が子どもの交通安全に関する取

組みに参加するため，あそび性の概念を取り入

れ，地域住民が活動の計画段階から評価まで携

わる取組みが求められる。 

・参加に対する動機づけを高めるため，タイミン

グを見て，地域住民に何らかの役割を付与する

ことで，継続的に取組みに従事できるようにす

ることが重要である。 

・普及促進のために，交通安全に加え，防災や防

犯を関係づける。 

2-4 まとめ 
 本研究では，地域住民が子どもの交通安全教育

及び見守り活動に参加することで，地域住民自身

や子どもの態度や知識，行動などに適切な変化が

見られるか否かを把握し，効果的な取組みを実施

するための配慮点を抽出した。 

 調査の結果，地域住民が子どもの安全教育に参

加することで，地域住民自身の態度や知識が適切

に変容することがわかった。また，地域住民が低

学年児童に道路の横断方法を教育する際に，習得

困難な技量に焦点を当てた訓練を実施すること

で，児童の確認行動を適切に変容させることがで

きた。また，見守り活動に参加することで，地域

住民自身の安全態度を醸成できる可能性を示し

た。以上の取組みや調査の結果，地域住民による

子どもの交通安全教育や見守り活動を効果的に

実施するために，以下の配慮点が重要とわかった。 

・多くの住民が参加できるように，各人の負担を

できる限り低減すること。 

・地域住民と子どもが接点を持てるように，地域

住民の身分を保証すること。 

・地域住民が子どもの教育を担当できるように，

地域住民対象の学習の場を設けること。  

・子どもに道路の横断方法を教える際には，習得

が困難な行動要素に着目すること。  

・子どもの交通安全確保のための取組みに対する

地域住民の動機づけを向上させるため，あそび

性を入れた取組みを実施することや，必要に応

じて，地域住民に役割を持たせること。  

 

３．今後の課題 

 本研究の今後の課題は，下記の通りである。 

・本研究の中で，子どもの交通安全教育に参加し

た地域住民は，教育前より安全を志向する人員

が多かった。今後，本来的に安全を志向しない

地域住民が子どもの安全教育に参加するため

の枠組みとして，あそび性を取り入れた活動を

構築することが重要である。特に，活動の継続

性を確保するためには，若い世代が多く取組み

に参加する体制を構築することが重要である。 

・教育状況下の 1 年生の確認行動について，教育

後に個人差が見られた．今後，多くの児童が適

切な横断を敢行できるように，個別学習などの

決め細やかな取組みを実施する必要がある。  

・本研究では，安全教育実施に伴う子どもの教育

状況下の行動に着目したが，今後，日常生活の

地域住民や子どもの交通行動に焦点を当てた

分析が必要である。 

 

４．研究成果の公表方法 
 低学年児童対象の焦点化訓練の効果について，

日本応用心理学会に現在投稿中である。また，学

習状況下の児童の確認行動に生じる学年差につ

いて，2016 年度中に日本交通心理学会に投稿す

る予定である。 
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